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1　問題意識
昨今，管理会計研究では，システムの設計要因のみ
ならず，利用方法といったプロセス的側面にも強い関
心が注がれている。インターラクティブ ･ コントロー
ル（Interactive Control；以下 IC）は，こうした利用
方法を検討する際に適用されることの多いコントロー
ル概念である。
理論的に IC 概念は，「マネジャーの積極的活用」，
「面と向かった挑戦・討論」，「戦略的不確実性への焦
点」，「現場の自律性に配慮したトップの関与」といっ
た複数の次元により捉えられる（Bisbe et al., 2007; 
Mundy, 2010）。なかでも，戦略的不確実性は IC 概念
の中核的な下位概念として位置づけることができる。
なぜなら，IC の組織的プロセスは戦略的不確実性を
中心に展開されるためである。IC において，戦略的
不確実性は，「目標達成を確かなものにするために，
トップマネジャーが個人的にモニターすべきであると
信じている不確実性」（Simons, 1990, p.136）と定義さ
れる。具体的には，事業戦略を無効にする脅威や新た
な戦略形成に繋がる機会としてトップマネジャーが認
知（percept）した内容が戦略的不確実性として捉え
られる対象となっている。こうした戦略的不確実性に
関して，組織内の情報還流を活性化させ，柔軟な適応
行動の形成を狙ったコントロールが IC である（Si-
mons, 1995）。 
IC 概念は実に多くの管理会計システムと関連づけ
られ，その効果や影響が定量的・定性的に検討されて
いる。しかしながら，定量的な測定を試みた先行研究
では，「面と向かった挑戦・討論」や「マネジャーの
積極的活用」といった特定の内容に測定項目が集中
し，IC の鍵概念である戦略的不確実性に関する測定
を行っている研究は決して多くはない（西居，
2012）。そもそも，戦略的不確実性を IC の影響要因
として捉える研究（Widener , 2007）も存在するな
ど，理論的意味内容の面でも研究間で相当な乖離が見
受けられる。もちろん，測定方法が異なるのは，IC
の定義が論者によって異なるためであるという指摘も
ありうるが，ほとんどの先行研究が，Simons の研究
を引用し，IC という用語を用いているので，頑健な
研究蓄積という面では問題があると思われる。
戦略的不確実性は IC 固有の概念ではあるが（Si-
mons, 1990），実際にマネジャーが認知した戦略に関
する脅威や機会に対応するのに，IC が常に行使され
るとは限らない。それゆえ，戦略的不確実性のマネジ
メントの実態解明は，IC 概念のみならず広くマネジ
メント・コントロール概念に関する知見を深めるもの
であると考えられる。
かかる認識のもと，本稿では，戦略的不確実性に着
目した探索的分析の結果を報告する。具体的には，マ
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ネジャーによる戦略的不確実性の認知と伝達の実態を
把握し，これらに対してどのような要因が影響してい
るのか明らかにしたい。こうした経験的証拠は，日本
企業の事業戦略のマネジメントの重要なプロセスの一
部の実態を明らかにするとともに，IC 概念の理論
的・操作的定義に関する議論に貢献するものである。
本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では，本研
究の中心概念である戦略的不確実性について Simons
の主張を概観し，分析のフレームワークを提示する。
第 3 節では，分析データ収集のための調査概要と変数
の操作化について述べる。第 4 節では，分析結果とそ
の解釈を示す。第 5 節では，本研究の限界と今後の課
題を指摘する。
2　分析フレームワーク
2-1　IC と戦略的不確実性
Simons は，IC として利用されるシステムを，「マ
ネジャー自身が定期的そして個人的に部下の意思決定
活動に関与するために，利用する公式的な情報システ
ム」（1995，p.95）と定義し，マネジャーの関与の拠
り所として，戦略的不確実性という概念を提示した。
一般的に不確実性概念は，将来起こりうる事象に関
して発生確率さえ計算できない状況を指すが，IC に
おける戦略的不確実性は，トップマネジャーが個人的
にモニターすべきと信じている内容を意味する。すな
わち，戦略的不確実性とは，製品技術，新製品開発，
顧客の嗜好，競争ルールの変更といったように，事業
戦略上，将来的に脅威や機会となりうる要因として，
マネジャーがモニターする必要があると認知した内容
である（Simons, 1990, 1991, 1994, 1995）。
あくまで将来的な可能性であるので，マネジャーの
認知した特定の内容に関して，現在の基本的想定や前
提を超えるような変化が生じるかどうかは明らかでは
ない。ただし，もしそのような変化が起これば，事業
戦略に及ぼす影響が重大であるとマネジャー個人が判
断した内容が戦略的不確実性である。だからこそ，組
織的関心を戦略的不確実性に向けさせるべく，マネ
ジャーは積極的に組織メンバーに認知内容を伝達す
る。そして，戦略的不確実性に関する変化の兆しを素
早く察知し，積極的に適応していくために，戦略の基
本的前提をも見直し対象とするインターラクションを
促進する。
こうした戦略的不確実性の伝達，さらには組織的イ
ンターラクションがなされる場として捉えられている
のが，IC として利用される公式的なシステムであ
る。この点に関して，Simons（1990）は，IC として
利用されるシステムが，組織メンバーに対して，トッ
プの価値観や選好，情報探索の方向性を伝達するもの
でなければならないと説明している 1）。
このように，Simons は戦略的不確実性を中核に据
えて IC のプロセスを説明している。
2-2　研究目的と分析フレームワーク
Simons が提示した戦略的不確実性は IC 固有の概
念であるが（Simons, 1990），マネジャーによる戦略
的不確実性の認知や伝達に関する知見は，IC に関す
る研究のみならず，広く管理会計研究にとって重要で
あろう。なぜなら，戦略の成功裡の実現はマネジメン
ト・コントロールの重要な目的であり，事業戦略上の
脅威や機会に対してマネジャーがどう対処するのか
は，重要な分析視角の 1 つとなるからである。しかし
ながら，IC の測定を試みている先行研究でも，戦略
的不確実性に関する経験的証拠の蓄積は十分ではな
く，その実態は明らかではない。
そこで本稿では，日本企業において，事業部長など
のビジネス・ユニット（以下 BU）長が事業戦略に関
する戦略的不確実性を，どの程度，具体的に想定し，
組織メンバーに伝達しているのか明らかにするととも
に，この認知と伝達に対して，どのような要因が影響
を及ぼしているのか検討することにしたい（図表 1 参
照）。
具体的な分析手順は次の通りである。まず，BU 長
による戦略的不確実性の認知と伝達の程度を測定した
変数および変数間の基本統計量を確認する。次に，認
知と伝達の高低の組み合わせによって，BU 長の役割
を 4 つのパターンに類型化し，分布を確認する。最後
に，多項ロジスティック回帰分析を通じて，認知と伝
達の程度への影響要因の検討を行う。影響要因として
検討する概念は，事業戦略，信条システム，組織目
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標，会議目的，マネジャーのパーソナリティ特性（統
制の所在），環境不確実性である。これらの概念につ
いては次節で説明する。
3　調査デザイン
3-1　調査概要と分析サンプル
分析のためのデータは，2012 年 3～4 月に東証一部
二部上場企業（水産 ･ 農林業，建設業，鉱業，製造
業）1,191 社の 2,195BU を対象に実施した質問票郵送
調査により収集した。本調査では，できる限り多くの
データを収集するために，1 社につき 2 つの BU に質
問票を送付した。発送先 2）は，事業部（門）長を原
則として，該当する名称が見当たらない場合には，営
業・マーケティング系の（本）部門長，生産・開発系
の（本）部門長とした。これらのいずれにも該当しな
い場合には，経営企画部門長宛とし，適切な部署への
回付を依頼した。
事業部長などの BU 長を調査対象としたのは，彼ら
が事業戦略の策定・実行の責任者であり，事業戦略上
の戦略的不確実性を認知する主体として望ましいと考
えられるためである。Simons（1991）は，フィール
ド・スタディを通じて IC 概念を精緻化させた研究で
あるが，この研究の分析対象は，事業戦略に対して責
任を負う BU もしくは単一事業会社であった。また，
Simons（1994）は，子会社社長をトップマネジャー
として IC の検討を行っているが，彼らが報告責任を
負う上司に該当する親会社もしくは取締役会からの戦
略転換要請の影響も調査している。このように，Si-
mons は，最上位階層のマネジャーというよりもむし
ろ，事業戦略上の最終責任者をトップマネジャーとし
て捉えており，BU 長という本稿の調査対象は妥当な
ものと考えられる。
全回答数は 325BU（返信率 14.81%）であったが，
「回答者が管理スタッフ部門の所属ではないこと」と
「BU の負う会計上の責任が利益もしくは投資である
こと」という 2 つの条件 3）を満たした上で，分析に
必要な質問項目に欠損のあるケースを除外した
134BU（有効回答率 6.10%）が分析サンプルである。
業種別の回収率のデータは図表 2 に示される。業種に
よる非回答バイアスを確認したところ，業種別の送付
数と有効回答数との間に統計的有意な差は観察されな
かった。また、締切日前後の回答にも統計的に有意な
差はみられなかった。
回答者のプロフィールは次の通りである。まず年齢
は，平均 56 歳，最小値 40 歳，最大値 68 歳，標準偏
差 5.68 となっている。次に，在社年数は，平均 28.2
年，最小値 2 年，最大値 46 年，標準偏差 10.94 と
なっている。回答者の所属部門は，営業・マーケティ
ング部門が 21 名，生産・開発部門が 29 名，事業
（本）部門が 84 名であった。最後に，回答者の職位
は，本部長以上が 48 名，部門長クラスが 78 名，課長
以下が 8 名となっている。
3-2　変数の操作化
分析に用いる主な変数は，戦略的不確実性の認知と
低
① ②
③ ④
高
高
伝達
戦略的不確実性
の認知・伝達
事業戦略
組織目標
信条システム
統制の所在
環境不確実性
認知
会議目的
図表１　分析フレームワーク
38
伝達，これらへの影響要因（11 変数）である。以下
では，各変数を取り上げた意義と測定方法について説
明する。
なお，影響要因としての変数の多くは，探索的因子
分析（主因子法，プロマックス回転）を通じて抽出さ
れた因子であり，分析には回帰法によって抽出された
因子得点を用いている。この因子分析の結果を示して
いるのが図表 3 である。そして，最終的に分析に利用
される変数の基本統計量は図表 4 に示される通りであ
る。
（1）戦略的不確実性の認知の明確さ
戦略的不確実性は，戦略に関連した要因の予測可能
性ではなく，トップマネジャーが個人的にモニターす
る必要があると認知した内容を意味する。戦略的不確
実性をトップマネジャーが認知する際の自らへの基本
的問いかけは，「将来の我々のビジョンの実現を頓挫
させる仮定や衝撃は何か」というものである（Si-
mons, 1995, p.95）。ただし，認知される具体的内容
を，質問票調査を通じて捉えることは容易ではない。
なぜなら，事前に回答が予想される項目をリストアッ
プするにしても，その数は相当に多くなること 4）が
予測されるし，自由記述回答としても，それが集約で
きるのかが明確ではないためである。さらに，戦略上
の機密事項に関わるので，回答が得られる可能性も低
いと考えられる。
そこで本稿では，戦略的不確実性の具体的内容を特
定するのではなく，事業戦略の脅威と機会として，具
体的に何かしらの内容をどの程度明確に想定している
業種 分析対象数 総回収数
質問票
配布総数＊ 1
質問票
配布企業数
回収率＊ 2
分析対象
回収率
水産・農林業 0 1 12 6 8.33% 0.00%
鉱業 1 2 11 7 18.18% 9.09%
建設業 12 42 216 117 19.44% 5.56%
食料品 7 20 170 94 11.76% 4.12%
繊維製品 5 14 95 52 14.74% 5.26%
パルプ ･ 紙 1 1 28 15 3.57% 3.57%
化学 19 35 274 147 12.77% 6.93%
医薬品 4 11 66 37 16.67% 6.06%
石油 ･ 石炭製品 0 1 21 12 4.76% 0.00%
ゴム製品 1 4 30 16 13.33% 3.33%
ガラス・土石製品 7 12 73 39 16.44% 9.59%
鉄鋼 6 12 80 44 15.00% 7.50%
非鉄金属 4 5 54 30 9.26% 7.41%
金属製品 7 16 93 53 17.20% 7.53%
機械 16 45 297 156 15.15% 5.39%
電気機器 17 49 357 194 13.73% 4.76%
輸送用機器 15 30 151 79 19.87% 9.93%
精密機器 1 7 55 32 12.73% 1.82%
その他製品 11 18 112 61 16.07% 9.82%
合計 134 325 2,195 1,191 14.81% 6.10%
＊ 1　質問票を配布した BU 数を意味する。
＊ 2　回収率は総回収数を質問票総配布数で割った値である。
図表２　業種別の回収状況
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変数
（因子）
質問項目 Min Max Mean SD
因子
負荷量
因子間
相関
組織目標
積極適応
志向
迅速性 3 7 6.08 0.79 0.78
0.46
柔軟性 3 7 5.67 0.96 0.75
革新性 2 7 5.57 1.09 0.68
独自性 2 7 5.80 0.98 0.65
リスクを恐れない挑戦 2 7 5.37 1.15 0.62
組織内整
合性志向
組織内の調和 1 7 5.05 1.23 0.85
組織への献身的な態度 2 7 5.01 1.04 0.68
組織としての一致団結 2 7 5.54 1.09 0.66
安定性 2 7 5.28 1.15 0.52
環境不確実性
外部環境
不確実性
市場の需要，顧客の嗜好 1 6 2.75 0.97 0.82
0.55
競合企業の動向 1 6 2.85 1.05 0.80
製品・サービスの属性 1 6 2.64 1.02 0.59
サプライヤーの動向 1 5 2.90 0.92 0.50
経済状況 1 6 3.05 1.08 0.36
内部環境
不確実性
製品／サービスの生産技術 1 6 2.63 0.88 0.74
労使関係 1 6 2.86 1.19 0.73
事業戦略
漸進的
志向①
一般的な前提や常識から結論を求める。 1 7 3.78 1.28 0.80 ① - ②
0.01 これまで採用してきた考え方や施策の延長線上に戦略はある。 1 7 4.57 1.37 0.63
過去の経験や事例がおおいに参考にされる。 1 7 4.86 1.18 0.52
トップの
関与②
開発・販売・製造などの具体的内容に対して，トップは意見を示す。 1 7 5.75 1.12 0.82 ① - ③
0.24戦略を策定する上での基本的枠組みに対して，トップは意見を示す。 2 7 5.86 0.98 0.63
ボ ト ム
アップ志
向③
戦略に関する目標の決定プロセスに従業員は積極的に参加できる。 1 7 4.78 1.28 0.65
② - ③
0.16
現場から上がってくるアイデアを積み上げて形にする。 1 7 4.16 1.37 0.57
結論だけではなく，「なぜそう決まったのか」というプロセスに
ついても，きちんと伝えられている。
2 7 5.14 1.10 0.53
信条システム
社内宛の文書やメールでは，しばしば，経営理念が引用された
り，直接言及されたりしている。
2 7 5.34 1.26 0.76
－
経営理念に合致した意思決定や行動をとっているかどうかが評価
の対象となる。
2 7 5.09 1.25 0.81
経営理念に基づいて，目標水準（難易度）が設定される。 2 7 4.91 1.25 0.78
経営理念を象徴する『マーク』や『ロゴ』が社内・社外に対する
あらゆる場で使用される。
1 7 5.29 1.60 0.67
経営理念に関する研修・教育が頻繁に行われている。 1 7 4.69 1.32 0.85
難問に直面した時，経営理念にまで戻って考えるよう指導される。 1 7 4.57 1.44 0.79
統制の所在外的統制
私が生活の中で体験することは，たいていは誰か影響力の強い人
たちによって決められているような気がする。
1 7 3.46 1.58 0.79
0.02
私の人生の大部分は影響力の強い人たちによって左右されている。 1 6 3.65 1.34 0.64
望みを叶えるためには，目上の人に気に入られなければならない。 1 7 4.02 1.37 0.47
私が計画を立てても，私に影響力を持つ人たちの意向に添わない
計画であれば，それを実現させることはできないであろう。
1 7 4.23 1.52 0.39
内的統制
自分の人生は自分自身のなせる技である。 2 7 5.37 1.25 0.69
望みが叶うのは，自分がそうなるように努力したからである。 2 7 5.37 1.01 0.66
たいていの場合，自分の個人的な利益は自分自身で守ることがで
きる。
1 7 4.99 1.23 0.37
#1：全ての因子分析において、KMO 測度は 0.6 以上、Bartlett の球面性検定の帰無仮説は 1％水準で棄却された。
#2：カイザーガットマン基準とスクリープロット基準の両面から検討し，因子数を決定した。結果的に抽出された因子の固有値は
全て 1 以上となった。
#3：因子得点の推定に用いた質問項目のみを提示している。
#4：質問項目は全て 7 点リッカート尺度によっている。
#5：因子負荷量の絶対値が 0.35 以下の項目，因子間において因子負荷量の絶対値の差が 0.25 以下の項目は除外対象とした。
図表３　因子分析の結果
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のかという，認知の明確さに着目した。そして，BU
長である回答者自身が，事業戦略に影響を及ぼす要因
を，どの程度明確（具体的）に想定しているのか，7
点リッカート尺度にて尋ねる質問項目を設定した。こ
の問は，現行の戦略を台無しにする脅威と新たな戦略
展開に繋がる機会という 2 つの内容について，それぞ
れ回答するように求めた。 
（2）戦略的不確実性の伝達
戦略的不確実性の認知の明確さが低い，すなわち具
体的な内容を明確に想定していない場合には，当然な
がらそれらの組織メンバーへの伝達の程度は低くなる
と予測される。しかしながら，たとえ特定の内容を戦
略的不確実性として明確に想定していない BU 長で
あっても，組織の置かれた現状がどのようなものであ
り，事業戦略上の脅威や機会についてどう考えている
のか，自らの持論を部下たちに語っている可能性が考
えられる。
そこで，戦略的不確実性の伝達は，認知された特定
内容のみならず，事業戦略上の脅威や機会についての
BU 長の持論も含めて，やや広義の観点から捉えるこ
とにした。具体的には，BU 長自身が持っている「戦
略の成功を脅かす脅威や新たな機会に関する考え」が
BU 内の会議体で出席メンバーに頻繁に伝えられてい
るのか，7 点リッカート尺度にて尋ねた。
以下では，これら認知の明確さと伝達の程度への影
響要因について述べる。
（3）事業戦略
事業戦略に関連する要因（トップの関与，策定プロ
セス，変化水準）は，戦略的不確実性の認知や伝達に
影響する可能性がある。
IC の組織的影響の基本的原理は，「上司が関心を向
ける箇所に部下も関心を寄せる」というものである
（Simons, 1995）。それゆえ，事業戦略の策定に対し
て，トップ 5）がどの程度関与するのかは，BU 長の戦
略的不確実性に関連した行動に影響を及ぼす可能性が
ある。
その一方で，ボトムアップ志向の強い戦略策定プロ
セスは，BU 長に情報収集の機会を与えるので，戦略
的不確実性の認知のための有用な情報源になる可能性
がある。また，戦略の修正・変更に下位層も含め多く
のメンバーが関与できるのであれば，戦略的不確実性
に関する情報探索指針の組織メンバーへの伝達意義は
高まると考えられる。
さらに，戦略自体の変化水準も重要な影響要因にな
る可能性がある。たとえば，過去の延長線上に将来を
描くことができるのであれば，戦略的不確実性の認知
は比較的容易であろうが，大きく変化する可能性を想
定すれば，特定の要因を戦略的不確実性として認知す
ることは困難になるだろう 6）。そこで，策定される戦
略がどの程度従前の考え方を踏襲した漸進的志向であ
るのかに着目した。
これら 3 変数を測定するために，BU の事業戦略が
どのように策定されているのか，10 の質問項目を設
定した。因子分析の結果，漸進的志向，トップの関
与，ボトムアップ志向と呼べる 3 因子が抽出された。
（4）信条システム
IC は 4 つのコントロール・レバーの 1 つであるの
で（Simons, 1994, 1995），これらレバー間の相互関係
に着目している研究も存在している。たとえば，
Widener（2007）は，ミッションやビジョンの明確化
によって潜在的な脅威や機会がどこに存在するのか判
明するということから，信条システムと業績評価指標
のインターラクティブ利用が正の関係にあることを明
らかにしている。この結果は，信条システムが戦略的
不確実性の認知に影響を及ぼすことを示唆している。
信条システムは，経営理念や社是などに代表される
組織の中核的価値を伝えるシステムである（Simons, 
1995）。それゆえ，Widener（2007），北居・田中
（2009），高（2010）を参考に，経営理念を組織に浸透
させるための取り組みを中心に 7 つの質問項目を設定
した。天井効果の生じた項目 1 つを除外した因子分析
の結果，1 つの因子が抽出された。
（5）組織目標
BU がどのような目標を重要視した組織であるのか
は，マネジャー個人の行動に大きく影響を及ぼすと考
えられる。本稿では，安定性と柔軟性，組織外部と組
織内部という 2 つの軸を有する競合価値フレームワー
ク（Cameron and Quinn, 2006）を参考に設定した 12
の組織有効性基準が BU にとってどの程度重要なのか
尋ねた。天井効果の生じた項目 1 つを除外した因子分
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析の結果，積極的に変化に適応するもしくは変化を起
こすことに関連する因子（積極適応志向）と組織内の
調和や団結に関連する因子（組織内整合性志向）が抽
出された。
（6）会議目的
戦略的不確実性の伝達は，BU の公式的な会議体を
対象に測定されている。それゆえ，会議体が何を目的
としているのかは重要な影響要因になりうる。たとえ
ば，会議が結果の報告を主とし，実質的な話し合いが
行われる場でないとすれば，会議体での戦略的不確実
性の伝達の程度は低下すると考えられる。そこで，
IC を測定する際に，質問項目の 1 つとして利用され
ることの多い「前提あるいは事前の想定への挑戦」を
影響要因として検討することにした。具体的には，
BU の会議体の目的が，計画のベースとなっている前
提や想定を疑問視したり改定したりすることにあるの
かどうか，7 点リッカート尺度にて尋ねた。分析に
は，この質問のリッカート尺度値をそのまま用いてい
る。
（7）統制の所在
戦略的不確実性の認知や伝達はマネジャー個人の役
割であるので，彼（彼女）個人に関連する要因の影響
も無視できないと考えられる。本稿では，統制の所在
（locus of control）というパーソナリティ特性に着目
する。
統制の所在とは，人の行動の生起とその強化の認知
に関する理論である。基本的に，自己の行動の強化の
原因を，内的な力あるいは外的な要因のどちらによっ
て獲得されたものと捉えるのかに応じて，内的統制型
と外的統制型に分類される。内的統制者は外的統制者
に比べて，将来に同じような状況に置かれた際に，よ
りうまく行動するために，現在置かれている状況から
情報を獲得しようとし，所与の条件を変えたり，改善
したりするのに積極的に行動するとされる（Rotter, 
1966）。こうしたことから，内的統制型であるほど戦
略的不確実性の認知の明確さと伝達の程度が高くなる
と考えられる。
統制の所在の測定尺度は，Rotter（1966）の I-E 尺
度が最も知られているが，日本では 7 項目の短縮版
（2 因子モデル）がより適合しているという実証結果
（田原ほか，2000 など）があるために，この方法に従
うことにした。因子分析の結果，外的統制と内的統制
に該当する 2 因子が抽出された。
（8）環境不確実性
戦略的不確実性は IC 固有の概念であり（Simons, 
1990），環境不確実性とは区別される。ただし，ある
環境下でトップは戦略的不確実性を認知するので，環
境不確実性の影響を受ける可能性がある。
環境不確実性は，Govindarajan（1984）と Hoque
（2005）を参考に，8 つの要因に関する予測可能性 7）
について尋ねた。因子分析の結果，組織外部に関連し
た因子（外部環境不確実性）と組織内部に関連した因
子（内部環境不確実性）が抽出された。
4　分析結果と考察
まず初めに，戦略的不確実性の認知の明確さと伝達
の程度を確認することにしよう。
図表 4 の基本統計量からは，戦略的不確実性の認知
の明確さは高い傾向にあると判断できる。内容的に
は，機会よりも脅威に関する認知の方が若干高かっ
た。一方，戦略的不確実性の伝達の程度の平均値は，
認知の明確さよりやや低かった。
認知の明確さと伝達の程度をそれぞれ平均値で高低
に区分し，その組み合わせによって，4 つのセルに分
割した結果を示しているのが図表 5 である。なお，伝
達の程度は脅威と機会の両方を含めた質問となってい
るので，認知の明確さの 2 つの変数は，平均値を算出
し 1 つの変数（α = 0.805）とした。各セルの基本統計
量は，認知の明確さと伝達の程度の高低がセル間で相
対的に異なることを示している 8）。
独立性の検定結果は 5% 水準で有意であったが，認
知の明確さと伝達の程度の関連性はそれほど強いわけ
ではない（φ =0.219）。認知の明確さと伝達の程度の
相関係数は，脅威が 0.28（p< 0.001），機会が 0.26
（p< 0.001）と，いずれの場合も 0.3 弱の値にとどまっ
ていた。また，認知の明確さと伝達の程度の高低が一
致しないセルである②と③に分類される BU 数は全体
の 4 割弱にのぼっている。
BU 長によって，戦略的不確実性の認知の明確さや
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伝達の程度に差が生じるのは，なぜなのだろうか。た
とえば，特定の要因を事業戦略上の脅威や機会として
明確に認知していながら，組織メンバーへの伝達の程
度に差が生じる原因はどこにあるのだろうか。こうし
た疑問を解明すべく，4 つのセルを示すカテゴリカル
変数を従属変数とした多項ロジスティック回帰分析を
行った（図表 6）。独立変数は，前節で示した 11 変数
に，所属部門（営業系・生産系・事業部門系），責任
センター（利益・投資），投資規模（BU の投資規模
が全社に占める割合の大きさについて 7 点リッカート
尺度で質問），回答者の在社年数をコントロール変数
として追加している。
多項ロジスティック回帰分析では，従属変数のうち
の 1 つのカテゴリーを基準として他のカテゴリーと比
較する。本稿では，セル①を基準とした場合のセル
②・③・④，セル②を基準とした場合のセル④，セル
③を基準とした場合のセル④の決定要因に着目する。
これらの基準カテゴリーと対比カテゴリーの関係は，
戦略的不確実性の認知の明確さと伝達の程度（いずれ
か，もしくは両方）が低い状態を基準として，これら
が高くなる方向で影響を及ぼす要因を検証するもので
ある。
ステップワイズ変数減少法によって変数選択を行っ
た結果，影響要因として有意になった変数は，内的統
制，ボトムアップ志向（戦略），漸進的志向（戦略），
積極適応志向（組織目標），内部環境不確実性，会議
目的，部門（生産）であった。セル④を終端事象（エ
ンドポイント）とした場合の EPV（events per varia-
b l e；独立変数当たりのイベント数）は， 5（= 
35BU/7 変数）と高い値ではないが，Vittinghoff and 
McCulloch（2007）によって提示された緩和された水
準内に収まっている。なお，各変数のオッズ比の有意
性を個別に検討するほど，紙幅に余裕はないので，各
変数の全体的動向を中心に考察を加えることにした
い。
まず，内的統制は認知の明確さや伝達の程度を促進
していた。BU 長という役職に就く立場の者であれ
ば，必然的に戦略的不確実性を認知しそれを部下に伝
えるという管理行動をとるわけではなく，個人のパー
ソナリティ特性の影響を受けることが明らかになっ
た。
ただし，個人の内面のみによって規定されるわけで
伝達の程度
低い 高い
認知の明確さ
低い ①（47） ②（24）
高い ③（28） ④（35）
χ 2 ＝ 6.409, p=0.011（両側），φ =0.219
（　）内の数字は各セルに分類された BU 数を意味する。
① ② ③ ④
認知の
明確さ
Min 2 3 6 6
Max 5.5 5.5 7 7
Mean 4.74 5.10 6.46 6.50
SD 0.79 0.71 0.47 0.45
伝達の
程度
Min 2 6 2 6
Max 5 6 5 7
Mean 4.28 6.00 4.57 6.34
SD 0.83 0.00 0.74 0.48
図表５　認知の明確さと伝達の程度
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はなく，むしろ組織的要因の影響が大きかった。戦略
策定のボトムアップ志向という組織プロセスは，認知
の明確さと伝達の程度の両方に正の影響を及ぼしてい
た。前述したように，ボトムアップ志向が BU 長に情
報収集の機会を提供するとともに，戦略的不確実性に
関する探索活動への下位層の参加の下地を形成してい
るのであろう。
さらに，組織プロセスのみならず，戦略自体の変化
水準も有意な影響を及ぼしていた。認知の明確さと伝
達の程度は，漸進的な戦略策定志向が強いと抑制され
ていた。この結果は当初の予測とは全くの逆の関係で
あった。これは，将来が現在の延長線上にあると仮定
でき，過去の経験や一般常識に基づいた判断を行える
のであれば，BU 長がわざわざ戦略的不確実性を明確
に認知したり，組織メンバーに持論を伝えたりせずと
も，変化への適応が可能であることを示しているのか
もしれない。
積極適応志向に関しては，有意な結果が得られたの
は，認知の明確さが高くなる方向での影響のみであっ
た。その一方，伝達の程度を高める方向では，有意で
はなかったが負の影響を及ぼしていた。これは，組織
全体の目標として積極適応行動が重要視されている場
合には，BU 長自らが組織メンバーに持論を提示する
といった主導的役割を果たす必要性が低下することを
示している可能性がある。
内部環境不確実性は，認知の明確さや伝達の程度を
抑制する負の影響を及ぼしていた。これは，マネ
ジャーにとって，組織内の不安定さは，環境適応に関
連する戦略的不確実性の問題よりも先に対応すべき事
案ということを示唆していると考えられる。
最後に，会議目的は，当初の予測通り，伝達の程度
を促進する方向で有意な影響を及ぼしていた。
なお，信条システムやトップの関与が有意な変数と
してモデルに残らなかったのは意外な結果であった。
これに関しては，基本的に在社年数が長く，経営理念
を深く理解している可能性が高い，事業戦略マネジメ
ントの責任者という上位階層の役職者である BU 長を
分析対象としていることが影響したと考えられる。
基準カテゴリー セル① セル② セル③ 尤度比検定
（x2）対比カテゴリー セル② セル③ セル④ セル③ セル④ セル④
ボトムアップ志向
3.62＊＊＊
（1.50-8.77）
3.52＊＊＊
（1.41-8.76）
6.07＊＊＊
（2.16-17.00）
0.97
（0.37-2.57）
1.68
（0.61-4.59）
1.72
（0.62-4.80）
18.21＊＊＊
内部環境不確実性
0.55
（0.24-1.27）
0.93
（0.41-2.12）
0.18＊＊＊
（0.06-0.50）
1.70
（0.69-4.20）
0.32＊＊
（0.12-0.90）
0.19＊＊＊
（0.07-0.53）
15.15＊＊＊
積極適応志向
0.93
（0.43-2.01）
3.26＊＊＊
（1.41-7.53）
2.05
（0.81-5.17）
3.50＊＊＊
（1.42-8.67）
2.20＊
（0.88-5.51）
0.63
（0.25-1.57）
11.44＊＊
漸進的志向
0.42＊＊
（0.19-0.97）
0.43＊＊
（0.20-0.97）
0.28＊＊＊
（0.12-0.66）
1.03
（0.47-2.27）
0.66
（0.30-1.42）
0.64
（0.30-1.37）
10.27＊＊
内的統制
1.22
（0.55-2.68）
0.69
（0.33-1.47）
2.21＊
（0.93-5.24）
0.57
（0.27-1.22）
1.82
（0.82-4.03）
3.19＊＊＊
（1.48-6.85）
10.22＊＊
会議目的
1.55＊
（0.96-2.52）
1.23
（0.76-1.99）
1.96＊＊
（1.16-3.28）
0.79
（0.49-1.28）
1.26
（0.78-2.04）
1.59＊
（0.99-2.57）
8.28＊＊
部門ダミー（生産系）
4.32＊＊
（1.05-17.74）
3.93＊
（0.95-16.37）
8.10＊＊
（1.49-44.17）
0.91
（0.18-4.64）
1.88
（0.34-10.43）
2.06
（0.35-12.08）
8.45＊＊
モデル適合度 -2LL=262.3, x2=100.4, df=9, p<0.001, Nagelkerke R2=0.565, McFadden R2=0.277
予測の正答率 全体（57.5%），セル①（80.9%），セル②（20.8%），セル③（39.3%），セル④（65.7%）
#1：各欄に示される値はオッズ比である。また，下段の括弧内の数値は 95％CI である。
#2：＊ p<0.1, ＊＊ p<0.05, ＊＊＊ p<0.01
#3：変数選択の基準（尤度比検定）は 0.05 とした。
図表６　多項ロジスティック回帰分析の結果
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以上が各変数に関する解釈である。全体としては，
多様な要因の影響を受けながら，BU 長は事業戦略上
の脅威や機会を想定し，組織メンバーへの伝達行動を
とっていることがうかがえる。すなわち，4 つのセル
は，戦略や組織特性などの多様な要因に対して，マネ
ジャーが能動的あるいは受動的に反応した結果として
捉えることができる。尤度比検定で有意であった変数
でも，対比セルによって，有意性あるいは影響の方向
性が異なっているので，BU 長による戦略的不確実性
の認知や伝達のメカニズムは複雑であることが示唆さ
れる。
5　今後の研究課題
本稿は，戦略的不確実性が IC に限定されず広く重
要な検討概念であるという認識のもと，BU 長による
戦略的不確実性の認知と伝達に着目した分析を行っ
た。探索的な分析であるので，今後精緻な仮説検証を
行っていく必要があるが，本研究から得られた経験的
証拠は仮説構築のための重要な礎の 1 つになると思わ
れる。
最後に，本研究の限界とそれに関連した今後の検討
課題を述べる。
まず，本稿での戦略的不確実性に関する 2 変数の測
定尺度は試行錯誤的なもので，構成概念妥当性の検証
が不十分である。戦略的不確実性は IC 概念の鍵概念
でもあるので，インターラクションやシステムの積極
的活用といった他の特性との関連性・理論的違いを明
確にし，信頼性の高い測定尺度を開発することは喫緊
の研究課題である。
次に，図表 5 の予測の正答率に示されるように，セ
ル①や④と比べて，認知の明確さと伝達の程度の高低
が不一致のセル②や③では，満足のいく予測精度が得
られなかった。このことは，セル②や③がセル①や④
とは異なる論理を有していることを示唆しているのか
もしれない。そのため今後は，戦略的不確実性の認知
の明確さや伝達の程度の違いが，マネジメント・コン
トロールの形成にどのように影響するのか理解を深め
ていく必要があろう。
注
1）これらの機能は，シグナリング（トップの価値観や選好の
伝達），サーベイランス（情報探索指針の伝達）と呼ばれて
いる（Simons, 1990）。
2）3 つ以上の該当部門がある場合には，有価証券報告書や各
社の HP から主要事業に該当・近似する 2 つの部門を選定し
た。なお，郵送先の選定には，日経 WHO’S WHO とダイヤ
モンド社役員・管理職情報のデータベースサービスを利用し
た。
3）所属部門は回答者プロフィールの記述欄より，責任セン
ターは BU の負う会計上の責任に関する質問（費用，収益，
利益，投資の 4 つから選択）より，それぞれ判断した。
4）Simons（1994）は，戦略的不確実性として認知される可能
性のある潜在的不確実性が数多く存在していることを示して
いる。
5）本研究では，戦略的不確実性の認知主体を事業部長などの
BU 長としているので，変数「トップの関与」の「トップ」
とは，BU 長の上位階層である，CEO，社長，会長といった
役職を想定し，質問文にその旨を記載した。
6）Simons（1991）は，組織が危機に陥っている場合には，戦
略的不確実性が特定の内容ではなく，「自分たちがいかに変
わるのか」といった広範なものになるので，短い間ながら複
数のシステムが IC として利用されると説明している。
7）分析にあたって，不確実性が高い場合にスコアが高くなる
よう逆転処理している。
8）各セルが意味のあるまとまりの良いものであるのか確認す
べく，正準判別分析（従属変数は 4 つのセル，独立変数は戦
略的不確実性の認知の明確さと伝達の程度の 2 変数）を行っ
た。交差妥当化による判別的中率は 95.5% であり，4 つのセ
ルへの分類は概ね正確であると言える。
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